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要約 

本稿の目的は、近年活発化する自由貿易協定締結の流れに対して、強い反発をしている

農業関係者との利害対立を解消し、自由貿易推進に向けた合意形成を目指す政策を提案す

ることである。 

私達は、農業の貿易自由化に関してこれまで保護体制が築かれてきたことに着目し、そ

れは農業関係者の強い主張によって構築されてきたものだと判断した。日本は主にアジア

諸国を中心に EPA 戦略を進めてきたが、最近話題となっている TPP 交渉ではアメリカや

オーストラリアの参加、交渉内容の深化など自由貿易交渉は確実に進行している。そうし

た国際競争力の変化とともに強力な保護体制を築いてきた農業に関して抜本的な政策転換

が必要である。しかし、農業関係者の雇用や食料自給率、多面的機能の衰退など、農業が

壊滅的な影響を受けると主張してきた反対は、根強いものとなっている。 

自由貿易協定参加における利害対立とは、貿易の自由化によって利益を受ける産業や消

費者などの多数派に対する、不利益を被るとされる尐数派、農業関係者の対立である。こ

の利害対立の問題とは、以下の 2 点である。1 点目は、貿易の自由化が議論に上がる度

に、農業関係者の抵抗があり、日本の対外政策において足枷となってきたことである。農

業関係者は過去から現在に至るまで保護を訴え、貿易自由化に対して常に抵抗してきた。

最近話題となっている TPP 交渉参加に対しても、大規模集会の実施等、農業関係者の反対

活動は政治への大きな影響力を保持していることが明らかであり、自由貿易推進の為には

これらの解消が図られることが必要であると言える。2 点目として、国内における農業政

策に関しても過剰な農家保護が行われ、農家視点での農業政策の実施が消費者負担を強い

てきたことが挙げられる。農業政策は貿易などの国外政策に限らず、国内政策についても

農業保護が反映されてきた。それにより、多くの消費者が負担を課されてきたことは問題

である。 

以上の問題意識のもと、利害対立を解消し、合意形成を目指す政策を提言する。まず、

従来の生産調整政策によって高価格維持が図られた結果、消費者の負担となってきた為、

その見直しとして｢生産調整の廃止｣を提言する。それにより、消費者負担の解消、及び価

格下落による農業の国際競争力の強化を図る。その上で、生産調整の廃止に伴う、農家所

得の減尐に対して、合意形成を図るために 2 つの補助金を提言する。まず、｢大規模化促

進補助金｣では 3ha 以上の規模を有している農家に対して補助金を給付する。それにより

大規模化の促進を図り、生産調整の廃止に対しても補助金を給付することで現行の補助金

水準の維持し、合意形成を図る。｢土地貸借奨励補助金｣では大規模化が難しく、生産調整

の廃止によって経営が厳しくなる農家に対して、所有している農地を貸し出した際に補助

金を給付するものである。これに関しても現行の利益水準を維持することで合意形成を図

る。 

 

本論文の流れは以下のとおりである。 

 

第 1 章では、国際経済学の理論を切り口に貿易体制について述べる。自由貿易によって

輸出産業や消費者にメリットがあり、自由貿易協定の参加は多くの国民にとって望ましい
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と考えられる。しかし、対する尐数派の農業関係者にとってはデメリットが大きく、これ

までも強く反対されてきたということを把握する。 

 

第 2 章では自由化に対して行われてきた農業政策を確認する為に、分析の枠組みとして

農業関係者の中でも、日本の耕地面積や農業従事者の半数を占める米農家に重点を置き、

これまでに行われてきた農業保護政策について考察する。その結果として、農家の所得確

保に偏よった農家保護政策をしてきたことが明らかになり、消費者負担となってきた上、

貿易自由化の流れに対する政策は行われてこなかったことが分かった。 

 

これらの農業政策の考察を踏まえた上で第 3 章では、農家保護を主張してきた農林水産

省(以下、農水省)の試算に注目する。農業関係者が反対と主張する根拠は妥当かどうかと

いう点に関して、独自シミュレーションによる米への影響分析を行った。分析の結果、農

水省が主張するほど影響は考えられず、米に限って言えば自由化によって壊滅的な被害を

受けることはない、つまり主張の根拠は妥当ではない、という結論に至った。 

 

しかし、農業関係者が反対してきたこと、また貿易の自由化によって多尐のデメリット

を受けることは事実である。よって、利害対立の解消には、合意形成を図る必要性がある

という考察から政策提言では、従来の農家保護政策の見直し、及び新たな補助金の導入を

提言する。 

 

第 4 章では、第 2 章での農家保護政策の評価、第 3 章での米の影響シミュレーション結

果を踏まえ、保護主義的な農業政策を今後も維持していくことは妥当ではないと判断した

後、政策提言を行う。 

まず、第 1 節では生産調整の廃止を提言する。現在、民主党政権による戸別所得補償制

度による選択制の生産調整が実施されている。それらの廃止によって、第 1 項では需要及

び供給の価格弾力性を用いたシミュレーションにより、生産調整廃止に伴う米価変動を明

らかにした。結果、生産調整の廃止による米価格の下落が、輸入米との競争力強化、及び

価格維持によって余儀なくされていた消費者負担の緩和へ効果があることが明らかとなっ

た。第 2項では、米価格下落による農業所得への影響を把握する。 

第 2 節では、生産調整撤廃に伴い発生する農業従事者の所得減尐に対しての政策と、同

時に大規模化を促進し生産性を高める政策として 2 つの補助金の導入を提言する。具体的

な提言は以下のとおりである。 

【提言】 

① 大規模化促進補助金 

「3ha 以上の規模を有している農家に対して、耕地面積 1ha につき 63 万円を給

付する。」 

② 土地貸借奨励補助金 

「所有している農地を貸し出した際に、１ha 当たり 2 万 4,000 円の補助金を給

付する。」 

第 2 節第 4 項では、政策検証として 2 つの補助金の仕組みを導入した際に、どれだけ財

源が必要となるのかを明らかにし、政策の実現可能性を検証する。 

 

以上の政策により、日本全体として自由貿易推進による利益を受けることができ、消費

者負担の解消が達成される。また、農家に関しては貿易自由化となった場合でも、補助金

の導入によって現状維持、もしくは大規模化の促進を図ることが可能となり、構造変化に

よって対立の緩和を図ることが実現される。 
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はじめに 

現在、日本のTPP参加への議論が活発なように、近年世界では自由貿易協定が盛んに行

われている。日本は貿易立国であるため、自由貿易協定参加への議論は重要な議論である。

自由貿易協定参加によって、生産者は輸出の拡大が見込め、消費者にとっては輸入品が安

価に購入できるといったメリットがある。こうした自由貿易協定推進の流れに対して多く

の先進国間でも争点となっているのは国際競争力の無い国内産業である。自由貿易協定の

締結によって各国における競争力のある産業は多くの利益を受けるが、競争力の無い産業

においては甚大な影響を受けるケースも実際に発生している。日本の場合、農業が国際競

争力がなく、自由貿易によって壊滅すると農業関係者が主張している。現状では自由貿易

を推進する立場の人たちと農業関係者の対立を解消することが難しく、自由貿易推進に向

けての合意形成ができないでいるため農業関係者からの同意をいかに得るのかが重要なポ

イントである。 

そこで本稿における問題意識は、自由貿易協定参加によって利益を受ける産業や消費者

に対し、それによって不利益を被ると考えられている農業関係者の抵抗によって自由貿易

協定参加に踏み込めないという利害対立を問題として扱っている。農業関係者の中でも日

本の耕地面積や農業従事者の半数を占める米農家に焦点をあて、考察する。 

本稿の目的は日本の自由貿易協定への参加に抵抗を示す米農家に対し、自由貿易協定参

加に向かわせるための合意形成を考察することである。これまで日本の米農家は保護され

てきた経緯があり、そのために自由貿易協定でも米を除外品目にしたり、高関税をかけた

りして保護してきた。そのため自由貿易推進のネックになってきた。そしてそのせいで消

費者は高価格での農産品の購入を余儀なくされてきた現状を踏まえ、現在行われている農

業政策を見直し、自由貿易に向けた農家の合意形成のための政策を提言する。 

以上の問題意識を受けて本論文の構成を以下とする。1章では自由貿易推進の理論を元

に消費者に対するメリットと保護貿易による農業の保護政策が行われてきた事を述べる。

2章では日本の農政を考察し、その中で農家視点での保護政策が行われてきた一方で、消

費者負担が余儀なくされてきた事を述べる。3章では農家保護政策を行ってきた農水省の

自由貿易を行った際の試算に対し、恣意的であるという問題点を挙げ、適切な数値を使用

した独自のシミュレーションを行い検証する。その結果を受けて農水省が主張するほど、

農業に影響が無いことを指摘する。4章では2章、3章より農家に対して過剰な保護を行っ

てきた農政を見直し、自由貿易推進のために生産調整の撤廃を提言し、その際の農家の合

意形成のために補助金の見直しを行う。 
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第 1 章 自由貿易の進展 

本章では、近年世界で進められている自由貿易協定とは何か、日本は今までどのような

貿易体制を行ってきたのかを把握する。さらに、日本が今後自由貿易協定に参加した場合

のメリット、デメリットを国際貿易の理論をもとに論じていく。 

第 1 節 自由貿易を推進する理論 
 

自由貿易とは、関税や非関税障壁などの貿易障壁を設けずに自由に貿易をすることであ

る。これにより、税関手続きの円滑化、モノやサービスの取引、投資、人的交流の拡大な

ど様々な要素の生産や取引が効率化されることが期待される。 

 自由貿易推進の根拠として、リカードが提唱した比較優位の原理2がある。この原理によ

り自由貿易のもとで双方が比較優位をもつ財の生産に特化し、国際分業化が進むことによ

り多くの利益を得ることができる。 

 また、国際分業化が進むことで 1 つの産業の規模が大きくなることがある。先進国の間

における貿易の多くは、産業内貿易と言われる、技術や生産要素賦存の似通った国同士の

間で行われており、ここでは規模の経済(規模に関する収穫逓増)が働く。規模の経済は、

生産規模の拡大が生産の効率性を高めるという性質で、ある産業あるいは企業レベルでの

生産量増加は平均費用を低下させるというものである。 

第 2 節 保護貿易による影響 
 

理論から考察できるように、自由貿易化によるメリットがあることが考えられる。しか

し、実際の国際社会では完全に自由貿易化しているわけではない。なぜなら、自由貿易化

を進めることで、比較優位論により特化することが出来る生産性の高いモノだけが残り、

生産性の低いモノについては国内には残らなくなるからである。各国には生産性の低い産

業が存在し、その産業を保護するために完全に自由貿易化に踏み出せないのである。この

問題に対する手段として存在するのが保護貿易である。 

 保護貿易とは、主に国内産業の保護、関税による政府収入のために国が貿易に対して関

税や輸入制限などの非関税障壁を設け、競争力や生産性の低い産業を守るというものであ

る。関税、非関税障壁によって保護貿易がどのように機能し、影響を与えるか保護貿易の

理論を考察する。 

                                                      
2 比較優位の原理：貿易相手国よりも機会費用の尐ない財に特化し、他の財は輸入することでそれぞれよ

り多くの消費が実現されるという原理。 
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輸入される財の価格(国際価格)PW は、関税の全額を上乗せすることによって国内での販

売価格は PT となる。最終的に貿易相手国は関税を賦課されることを考え、あらかじめ価

格を PT*まで値段を下げるという行動に出る。 

関税を賦課することによる費用と便益は消費者余剰と生産者余剰の変化によって判別が

できる。関税の賦課による国際価格の PW から PT への上昇を通じた消費者余剰の減尐は a

＋b＋c＋d、生産者余剰の増加は a、政府収入は関税賦課した価格から最終的に貿易相手国

が取引に臨む価格を引いた PT－PT*＝t に輸入量  QT＝D2－S2 を掛けたものに等しいの

で、政府収入は c＋eとなる(図表 1‐1参照)。 

図表 1‐1 の三角形 b と d は関税の賦課によって生じる死荷重損失である。関税賦課に

より、価格上昇、取引量減尐となり国内産業を保護することに繋がる。 

 

図表 1‐1 「輸入国における関税賦課による動向」 

出典：P.R.クルーグマン(2010) p.255 より作成  

 

国際貿易の理論から考察できるように保護貿易を行うと関税がかかることによって価格

が上がり消費者余剰が減尐してしまう。その消費者の不利益について、食料として欠かせ

ない存在である小麦を例に挙げて見てみる。日本では小麦に対して 252％という高い関税

をかけている。 

国民一人あたりの小麦消費による平均関税支払い額を求める計算3から、小麦の消費に関

して平成 18 年度は一人当たり平均で約 1571 円の税金を納めていたことになる。消費者に

とってこれだけの負担になる為、関税を撤廃すれば消費者にとってはプラスの効果にな

る。 

第 3 節 自由貿易交渉の流れ 
  

国際化が進む中で、より貿易の重要性が高まっている。近年の世界における自由貿易の

流れを把握する上で重要になるものの一つに GATT4が存在する。GATT では多国間で関税率

                                                      
3 平成 18 年度外国産小麦の需要量：3,650,000,000 ㎏、平成 18 年度人口推計：127,776,000 人  

関税率 252％：55 円/㎏ 3,650,000,000kg÷127,776,000=28.6   28.6×55＝1571 
4GATT(General Agreement on Tariffs and Trade)：加盟国が相互に同党の条件で貿易取引を行うという

無差別原則の確保、輸入制限の撤廃、関税の低減などを進めることを目的とした国際協定。 
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の引き下げや非関税障壁の撤廃、ダンピング問題や知的所有権の問題などが協議されてき

た。しかし、GATT は協定にすぎなかったため、協定加盟国で問題が生じても制裁的措置を

取りにくかった。そこで、GATTを継承する形で WTO5が設立された。 

 WTO は加盟国すべてが同じルールに基づくことが前提となっているため各国の利害が絡

み合い、合意に至るまで多くの時間が費やされてしまう。Buchanan and Tullock(1962) 

における合意形成の費用の考え方6では協議に参加する主体数が増加するにつれて、協議期

間も増加するとされている。そこで近年活発に行われているのが FTA7や EPA8である。多く

の国が参加して利害が一致せず交渉が難航する WTO ではなく、利害がある程度一致する国

同士が結ぶ FTA の方が主流になっており、2010 年 1 月現在約 180 の FTA が締結されている

(図表 1‐2参照) 。 

 

図表 1‐2「世界の FTA(EPA)発行件数推移」 

出典：ジェトロ(2010)「世界の FTA 件数の推移」 

http://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/column/pdf/055.pdf より作成 

 

日本は 1990年代までは、GATTによる多角的貿易体制を重視しており、地域主義的傾向

のある EU、NAFTA9を批判してきた。しかし、メキシコと EUが FTAを締結した 2000年ごろ

より方針を転換し、FTAを推進するようになった。そこで日本は、2002年 11 月 30日、初

めてシンガポールとの EPAを締結した。その後もメキシコなど 11の国や地域と EPAを結

んでおり、現在はペルー、オーストラリア、GCC10と FTA締結を交渉している (図表 1‐3

参照) 。 

しかし、日本の FTA 比率11は、内閣官房(2010)『包括的経済連携に関する検討状況』に

よると 2010 年現在、17.6％であり、韓国の 36.2％、米国の 37.5％、中国の 22.0％等に比

べ貿易の自由化が進んでいない。その理由として挙げられるのが農業従事者の抵抗であ

                                                      
5 WTO (World Trade Organization）：多国間主義で自由貿易についての国際ルールを確立することを目

的とした国際機関。 
6 集団における合意形成には 2 つの費用概念がある。1 つは、個人が協議に参加する場合に負担しなけれ

ばならない意思決定費用である。もう 1 つは、協議に参加しない場合に、他人が協議した結果に我慢し
なければならないと予想される外部費用である。 

7 FTA (Free Trade Agreement) ：特定の国や地域の経済を活発化するために関税や非関税障壁を撤廃す
るものであり、2 か国以上で参加する国の同意のもと結ばれる国際協定。 

8 EPA(Economic Partnership Agreement)：関税、サービスの貿易自由化に加え、政府調達、知的財産
権、人の移動など、FTA に比べ幅広い分野を対象とした協定。 

9 NAFTA:アメリカ、カナダ、メキシコ 3 か国による北米自由貿易協定 
10 GCC：(湾岸協力会議)バーレーン、オマーン、サウジアラビア、クウェート、カタール、アラブ首長国

連邦の 6 カ国からなる地域協力機構。 
11 FTA 比率：FTA 相手国(FTA 発行国及び署名済国)との貿易額が貿易総額に占める割合。 
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る。日本農業は規模が小さく効率が悪いことなどから極めて生産力が弱いことが指摘され

ている。日本は自由貿易協定を結ぶ際も一部の農産品に対しては関税を撤廃しないという

例外措置を取るなどしている。 

 

図表 1‐3「日本が締結または交渉、検討中の FTA(EPA)」 

出典：外務省(2011)「日本と各国・地域との FTA・EPA」より作成 

第 4 節 最近の動向 
 

前節で述べてきた FTA の例として、現在盛んに議論されている TPP(Trans-Pacific-

Partnership) を挙げる。TPPとは｢環太平洋経済連携協定｣、「環太平洋パートナーシッ

プ」と訳され、2015年までに工業製品、農産物など物品すべての関税やその他の貿易障壁

を撤廃し、環太平洋地域にわたり完全な自由貿易化を目指そうというものである。 

TPPの元になったのはブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポールの 4カ国によ

って 2006年 3月に発足した環太平洋戦略的経済連携協定 (以下、P4協定) であり、APEC

加盟国に対して解放されている。TPPは現在 P4協定の 4カ国にアメリカ、オーストラリ

ア、ペルー、ベトナム、マレーシアを加えた 9カ国で協議が進められている。TPPで交渉

されている分野としては、工業や農業などの物品貿易の部分で全ての品目の関税撤廃、非

関税障壁の撤廃を目指す交渉が進められていると同時に、サービス貿易、政府調達、競

争、知的財産、人の移動など 24分野について交渉が行われている。 

日本では、2010年 10 月に菅直人首相(当時)が参加検討を表明して以来、TPP 参加の是

非をめぐって議論が湧き上がった。政府は TPPに積極的に参加しようとしているが、農業

へのダメージを考慮し農業改革も同時に進める方針を取っている。11月の APEC首脳会議

で妥結することを目指していたが、日本では農業関係者が反対を表明し対立が表面化して

いることに加え、今年 3月 11日に発生した東日本大震災を受け先送りとなっていた。 

TPP推進派としては、社団法人日本経済団体連合会 (以下、経団連) が挙げられる。経

団連は商工会議所、経済同友会と連携し「TPP(環太平洋経済連携協定)交渉への早期参加

を求める」共同声明(2010 年 11月 1日)12を公開した。経団連及び商工会議所、経済同友会

                                                      
12 http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2010/101.html(TPP(環太平洋経済連携協定)交渉への早期

参加を求める」共同声明(2010 年 11 月 1 日)) 

シンガポール 2002年発行

メキシコ 2005年発行

マレーシア 2006年発行

チリ

タイ

インドネシア

ブルネイ

ASEAN

フィリピン

スイス

ベトナム

インド 2011年署名

ペルー 2007年交渉終了

豪州 2007年交渉開始

GCC 2009年3月までに2回の正式交
渉韓国 2003年交渉開始

交渉中

発行済み

2007年発行

2008年発行

2009年発行

合意・署名済み
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は TPP参加を経済の競争力を高め、国内における雇用を維持・拡大し国民生活の向上を図

っていくうえで欠かせないものであると捉えている。 

そして、反対派を構成するのは主に農業、医療、福祉関係者である。特に、TPPでは関

税撤廃の危惧が強いことから、農産品を取り扱う JAグループ13の活動は活発化し、署名活

動や緊急集会の開催にまで及んでいる。JAの TPPに対する意見として、「 TPP 交渉への

参加に反対し日本の食を守る緊急全国集会 (2010) における開会の挨拶 (要旨) 」14があ

る。これにより、農業団体は、農業、漁業、林業への影響が甚大であるという懸念を示し

ている。 

政府は TPP 参加検討を受け、政府・与党は経済産業省や農林水産省に試算を出すことを

指示し、内閣官房(2010)『包括的経済連携に関する検討状況』では EPA に関する試算結果

が公表している。 

内閣府による試算15では、FTAAP、日中 EPA、TPP、日 EUEPA など各 EPA の経済効果につい

て一般均衡モデル(GTAP モデル)を用いて分析している。TPP を締結した場合は 0.65%程

度、日本円で 3.2 兆円程度日本の実質 GDP が増加するとの試算を出しており、自由貿易協

定に参加することは、経済にとってプラスになることが分かる(図表 1‐4参照)。 

 

図表 1‐4「内閣府による試算 個別 EPAの経済効果」 

出典：内閣官房(2010)「包括的経済連携に関する検討状況」より作成 

 

経済産業省からは、TPP不参加による基幹産業の損失という試算が算出されている(図表

1－5参照)。試算によると、各国が輸入する際日本の製品にだけ関税がかかり、価格競争

で不利になってしまう為、その結果、日本の主な輸出産業である自動車、電機電子、機械

産業に損失があるということが読み取れる。 

しかし、農林水産省からは、TPP 参加によって食糧自給率の低下、農林水産業の多面的

機能の損失、雇用の減尐など農業従事者から関連産業に至るまで多くの分野で被害が出る

との試算が出されている(図表 1－6参照)。 

 

 

 

 

                                                      
13 Japan Agricultural Co-operatives(日本の農業協同組合) 
14 http://www.zenchu-ja.or.jp/food/pdf/1289547455.pdf(TPP 交渉への参加に反対し日本の食を守る緊急

全国集会(2010 年 11 月 12 日)における開会の挨拶(要旨)) 
15新たに内閣府によって工業品の輸出拡大や農産物の輸入等の影響を盛り込んだ試算が出された。それに

よると、GDP が 0.54%、金額にすると 2.7 兆円増加するとされている。 
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図表 1‐5「経済産業省による試算 TPP不参加による基幹産業の損失」 

前提 日本がTPPに丌参加のままではEU・中国とのFTAも遅延するとの仮定の下、 

(ア) 日本が TPP、日EUEPA、日中EPAいずれも締結せず (イ) 韓国が米韓 FTA、中韓FTA、

EU韓 FTAを締結した場合、 (ウ) 「自動車」「電気電子」「機械産業」の3業種 (3市場向け輸

出の 5割相当) について、 (エ) 2020年に日本産品が米国・EU・中国において市場シェアを失

うことによる関連産業を含めた影響。 

結果  米 EU 中 3地域合計 

輸出総額(2020年) 12.2 8.6 17.8 38.6兆円 

輸出減少額 ▲1.5 ▲2.0 ▲5.1 ▲8.6兆円 

経済波及効果 ▲3.7 ▲5.0 ▲11.9 ▲20.7兆円 

(GDP換算) ▲1.9 ▲2.6 ▲6.1 ▲10.5兆円(▲1.53％) 

雇用者 ▲13.7 ▲18.4 ▲49.1 ▲81.2万人 

出典：内閣府(2010)「包括的経済連携に関する検討状況」より作成 

 

図表 1‐6「農林水産省による試算 ǲ ǠȒ ș ∕ǞǦḹֻǵ◙ ѝ 」 

前提 主要農産品 19品目(米、小麦、甘味資源作物、牛乳乳製品、牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵、等・・ 

[基準]関税率が10％以上かつ生産額が10億円以上(林産物・水産物は含まない))について

全世界を対象に直ちに関税撤廃を行い、何らの対策も講じない場合。 

結果 農産物の減少額・・・ 毎年▲4兆 1億円程度 

※国産農産物を原料とする一次加工品(小麦粉等)の生産減少額を含めた。 

食料自給率(供給熱量ベース)・・・ 40％→14％程度 

農業の多面的機能の損失額・・・ ▲3兆 7千億円程度 

農業及び関連産業への影響・・・ 

・国内総生産(GDP)減少額 ・・・▲7兆 9千億円程度(実質 GDPの1．6％・・2008年の数値) 

・就業機会の減少数 ▲340万人程度 

出典：内閣府(2010)「包括的経済連携に関する検討状況」より作成 

第 5 節 結語 
 

本章では、貿易の理論と実際に結ばれている貿易協定より自由貿易協定推進の理由を考

察してきた。さらに、日本が自由貿易協定を結んだ場合の具体的な例として TPPを挙げ、

その影響を見てきた。日本が受ける影響として輸出産業への好影響、プラスの経済効果な

どが期待されるが、不参加の場合は、農林水産業の多面的機能の損失、食料自給率の低下

など農業に関して甚大な影響が予測されることが分かった。 

自由貿易協定への参加は国民にとっては望ましいと考えられるが、農業関係者にとって

はデメリットが大きいとされている。したがって、自由貿易協定に参加することで多数の

人々への利益が発生する一方で、農業関係者のような不利益を受ける人々も発生する可能

性がある為、不利益に関して考察する必要があると考えられる。 

そこで、第 2 章ではなぜ農業が自由貿易を進める際に障害となってきたのかを考察する。

また、政府の試算は前提条件が TPP に即していない部分もあり、各試算の基準も異なるこ

とから第 3章では農業への影響試算の検証を試みる。 
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第 2 章 農家保護政策 

前章で貿易自由化の際に農業が問題視されていることを述べた。その中でも、特に影響

が出ると問題視されているのは日本の耕地面積のうち水田率 54.3%を占めている米であ

る。本章では、戦後の農業政策を考察する対象として米に重点を置き、農家の約半数を占

める米農家に対する保護政策を論じていく。 

第 1 節 米の価格維持政策の変遷 
 

 第 1 節では、米政策が何を目的に、どのように行われてきたのかについて把握をし、そ

の結果どうなったかを考察する。 

第 1 項 米の全量買い入れによる価格維持政策 

戦後に行われた農地改革によって自作農16が増加したが、農地が分断されたことにより

農家が小規模化してしまい、生産性が落ちてしまった。さらに、食の洋風化など食生活の

変化に伴い米の消費量は減尐に至り、米農家の所得は減尐した。加えて、産業構造の変化

と共に農工間の所得格差も発生した。そこで、このような事態に対して戦中に制定された

食糧管理法17を利用し、国内で流通する米の全量に対して政府が管理及び買入れ・売却を

行った。そして、米価の引き上げという形で農業所得を確保することで農工間の所得是正

を目指した。 

しかし、米の価格を引き上げて農家の所得を保護してきた反面、政府の手を介さずに米

が流通するという自主流通米の発生で需要と供給のバランスが崩れた。それにより、政府

在庫18が増加し財政負担を招いた。その結果、1995 年に食糧管理法が廃止され、食糧法が

制定された。食糧管理法では、政府が行う米の全量買い入れが原則であったため政府在庫

が増加したのに対して、食糧法では政府の管理は備蓄等に限定することで政府在庫を解消

しようとした。しかし、需要と供給のつり合いがとれずに生産調整を行うに至った。 

第 2 項 減反政策による価格維持 

1965 年頃から顕在化した米の過剰問題に対して、米の生産量を抑制するために 1970 年

から減反政策が行われた。減反の手段は作付けを行わない面積を決定し、それを市町村

(集落)へ全国の水田に対しておおむね一定比率で割り当てるものである。 

                                                      
16 土地の所有者と耕作者が一致している農家 
17戦中の 1942 年に制定された食糧管理法の当時の目的は、食糧難を解決する方法として、消費者に均等

な食糧分配を行うために政府は米の全量買い入れを行っていた。 
18 1960 年の時点で 44 トンだったが、1970 年には 720 トンに増加した。 
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減反政策を行うことによって米の生産量が減り、その分だけ農家の所得が減尐する。し

かし、日本全体で米の生産量が減尐することにより、米の供給量が減尐する為、価格が上

昇し農家の所得は補償される。つまり、減反政策は米の供給量を減尐させることで農家の

所得を補償する代わりに、価格維持された米を消費者が買わされていたということであ

る。後に第 3 節で述べるが、この作付面積を調整する減反政策は 2004 年に廃止され、生

産調整は作付面積の割り当てから、選択制に変化した。 

第 3 項 価格維持政策のまとめ 

米価の引き上げは生産者にとっては所得の増加につながり利益となったが、消費者にと

って家計への負担が増加することになった。総需要量が減尐しているのに対し、市場価格

が下落していないのは、市場原理から不自然であることは明らかである(図表 2‐1 参

照)。それでも価格が維持されてきたのは、それだけ強力な価格維持政策を行い、農家保

護を強く意識してきた為だと考えられる。 

 

図表 2‐1「消費者米価と総需要量」 

出典：農林水産省 食糧管理統計年報「収穫量累計統計」、「品目別類型表」、「価格関係」、 

総務省「平成 17 年消費者物価指数」より作成 

第 2 節 米の関税化 
 

 農産物の中でも補助金などによって特に保護されてきた米であるが、貿易においても同

様に手厚く保護されている。この節では米の関税化までの経緯を述べていく。 

戦後、日本政府の方針では米を一切輸入してこなかったが、近年輸入せざるを得なくな

ってきた。1986 年に開始された GATT ウルグアイラウンドで輸出入規制の撤廃、関税の引

き下げなどが協議された。日本は米だけは関税化せず、特例措置としてミニマムアクセス

(最低輸入量比率)の引き上げを選択した。理由として、その選択によって輸入量が減尐

し、米価格は下がらないので米農家保護につながると考えたからである。ウルグアイラウ

ンドの最終決定案では、日本は特例措置による関税化拒否の代償としてミニマムアクセス

米について 1995 年度は 4％、以降年に 0.8％ずつ比率が上がり、2000 年度には 8％となる

輸入義務になった。 
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 2000 年度に開始された WTO 交渉ではウルグアイラウンド後のさらなる世界市場開放を軸

に協議されることになっていた。そこで、日本政府は 1999 年 4 月 1 日、米の関税化に踏

み切った。その理由として米については、特例措置を継続していた場合、期限である 2001

年より後の取り扱いについて米輸出国と日本との間で個別協議を取ることになっていたこ

と、また、外国産の米は品質で国産に劣っていたため在庫が過剰になってしまっていたこ

となどが挙げられる。現在では、米に対して 778％の高関税をかけ国内米農家を保護して

いる。 

第 3 節 農政改革 
 

第 1 節では供給量の操作を通じた米の価格維持、第 2 節では関税や輸入量の調整を通じ

た米の価格維持によって、米農家の所得補償をしてきたことを述べた。第 3 節では、これ

までの農政を踏まえたうえで最近行われた農政改革について論じていく。 

第 1 項 食糧法改定における生産調整の変更 

2004 年、食糧法の改訂では主に生産調整の在り方が見直された。生産調整の方式は、従

来の「一律減反」から、各農家に選択権がある「選択制生産量調整」へとなった。これは

JA による自主的な米の生産調整であり、それまでの作付けを行わない減反面積の配分では

なく、生産数量を各市町村に配分する方式である。これにより、この新たな生産調整に参

加して補助金を受け取るか、自由に作付けするかは個々の農家が自由に判断可能となっ

た。 

第 2 項 品目横断的経営安定対策による大規模化 

2007 年には品目横断的経営安定対策と呼ばれる新型補助金をつくった。主な特徴は 2 つ

あり、1 つ目は補助金の対象を大規模農家に集中したことである。これにより、農家の大

規模化を図ることで経営を効率化させ国際競争力を向上させようとした。大規模農家の条

件は 4ha(北海道は 10ha)以上の個別経営か、20ha 以上の集団経営でなければならない。2

つ目はデカプル型の補助金自給方式 (WTO 推奨方式) を採用したことである。デカプル型

は、作付面積を基準に補助金を支給したもので、生産量で補助金は増減しない方式であ

る。デカプル型に対し、生産量を基準に支給する補助金は、多く生産すればそれに対応し

た補助金が支給されるため、生産量が増加しやすい。WTO は補助金による援助を受けた先

進国の農産品が国際市場に出回ることによって、国際取引価格を歪めることを避けるため

デカプル型の補助金を推奨している。 

第 3 項 農業者戸別所得補償制度による所得政策 

2011 年より米、麦、大豆等の販売価格が生産費を下回る農産物を対象に農業者戸別所得

補償制度が導入された。この制度は、食料自給率上昇を目標として策定されたものであ

り、生産数量目標に沿って生産した販売農業者に対して行われるものである。交付は生産

費と販売価格との差額を基本としている。生産費は全国平均を元に算定され補償される。

生産費が大きく減尐しない限り生産者の収入は安定することになる。しかし、市場価格が

低下すると補償費用は上昇し、財政負担は増加することになる。その他の交付基準として
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は、品質、流通、加工への取り組み、経営規模の拡大などがあり、それらも加味して算定

する。これにより、食料の国内生産の確保及び農業者の経営安定を図り、戦略的作物への

作付け転換を促し、自給率の向上と農業の多面的機能の維持を目指している。 

第 4 項 近年の農政改革の政策評価 

価格維持政策の見直しにより行われた主な農政改革の政策評価を論じる。 

始めに、生産調整の在り方を見直した食糧法改定は、神門(2010)によると、数年豊作が

続いたときに生産調整が破綻する可能性があると指摘している。 

次に、品目横断的経営安定対策の結果、大規模農家の条件を満たさない零細、中小農家

同士で新型補助金を受け取るための集団営農19を立ち上げる活動が活発になった。なぜな

ら集団営農により大規模化することで、補助金を受け取ることが可能になるからである。

しかし、この集団営農は書面上だけの虚偽も可能であるため、この場合は生産効率改善に

はならない。さらには 20ha の条件を満たすために、個人の大規模農家に貸し出していた

土地を返すよう求めたりする通称「貸し剥がし」が起こった。これにより、本来の目的で

ある農家の大規模化による生産効率改善が阻害されたと考えられる。 

最後に、戸別所得補償は生産数量目標を守った農業者に対し補助金が出る仕組みのた

め、生産量調整に参加しさえすれば規模の大小は関係無く、生産効率の劣る零細・中小農

家も受け取ることが可能である。このため生産費が高くなってしまう規模の小さい中小農

家までも保護の対象になってしまい、補償金の負担が大きくなってしまう問題が発生し

た。これらの政策評価を踏まえ、日本農業が現在どうなっているのかを次節で論じる。 

第 4 節 農業の現状 
現在、GDPに占める農業生産額は減尐を続け、わずか 1％となっている。また、農業従

事者は全就業者数の 5％まで低下している。また、尐子高齢化の影響もあり農業従事者の

平均年齢が 66歳と高齢化が進んでいる。さらに、ここ 20年間で農業者所得が半減してお

り、担い手不足等、農業は多くの問題を抱えている(図表 2‐2参照)。 

様々な農業政策によって農家の所得を補償しようとしてきたが、結果的に農家の収益性

自体は改善されていない。その為、農業所得は低く、多くの農家は兼業により所得を増や

す傾向にある。このことからも、このまま農業保護をしても、衰退は進行するばかりであ

り、保護の効果は見込まれないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
19 零細農家を 1 つの経営体にまとめたもの。 
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図表 2‐2 「農業総産出額、農業就業人口20、基幹的農業従事者21等の動向（販売農家）」 

農林水産省(2005)「農林業センサス」より作成 

第 5 節 結語 
 

本章では価格維持政策の実施によって、消費者視点ではなく農家視点での保護農政が行

われてきたことを論じた。これは農家が望み、農家と密接な関わりを持つ農水省が行って

きた農業の政治力が反映された政策である。一方で、消費者は高い価格の米を消費してい

た。つまり、これまで農家の所得確保に偏よった農家保護をしてきた結果、貿易自由化の

流れに対して生産性を向上させる等の対策は重点的に行われてこなかった。生産性が悪く

国際競争力がないことに加えて、日本の農業は衰退傾向にある。このような農政の結果、

貿易の自由化によって農業へ大きな被害が出ると農水省は指摘している。しかし、農水省

が主張するような農業への大きな影響とは本当に発生するのかを次章で検証していく。 

                                                      
20 調査期日 1 年間に「農業のみに従事した世帯員」及び「農業と兼業の双方に従事したが、農業の従事

日数の方が多い世帯員」のこと。 
21 農業就業人口のうち、調査期日前 1 年間の普段の主な状態が「仕事に従事していた者」のことを言

う。 
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第 3 章 試算の検証 

TPP 参加について、各省庁が出した試算はそれぞれ分析手法も前提も異なるものとなっ

ている (第 1 章 4‐2 参照) 。内閣官房による試算は EPA のマクロ経済効果分析であり、

使用されている GTAP モデルは WTO はじめ広く関係機関が活用しているものである。その

為、信頼性のあるものと判断できる。しかし、他の省庁が発表している試算は独自の方法

で計算されている為、その信頼性を検証する必要がある。経済産業省はデータを公開して

おらず評価はできないが、農林水産省に関しては試算対象の 19 品目のうち 5 品目につい

てデータを公開しているため検証が可能である。 

国内農家の保護を目的としている農水省が出している試算は恣意的である可能性が高

い。具体的には、国内農産品と外国産農産品の内外価格差が大きくなるように前提を設定

し、自由化に伴う影響を過大に算出することで国内農業が壊滅するというシミュレーショ

ンを行っている。そこで本章では、私達がシミュレーションを再検証した結果、恣意的で

あると判断した問題点を挙げ、再度計算を行う。 

第 1 節 自由化に伴う国産米への影響 
  

本節では、農水省が発表している試算の前提を把握したうえで、特に影響が多いと主張

されていた米に関して、自由化の際の影響を再検証する。 

まず初めに、農水省の試算の補足資料を基に試算の前提を把握する。詳細は以下の通り

である(図表 3‐1参照)。 

 

図表 3‐1「農林水産省の試算における前提」 

A 内外価格差、品質格差の観点から、 

輸入品と競合する国産品と競合しない国産品に二分する。 

B 競合する国産品はすべて輸入品に置き換わる。 

・生産減少額＝国産品価格×国産品生産量 

C 競合しない国産品は、安価な輸入品の流通に伴って価格が低下する。 

・生産減少額＝価格低下分×国産品生産量 

D 価格は、原則として5 年～3 年平均、3 年平均の値を用いるなどして平準化するととも

に、国産品も輸入品も共に卸売業者の仕入価格等を用いて同等の条件で試算を行う。 

出典：内閣官房(2010)『包括的経済連携に関する検討状況』より作成 

  

上記した 4 点を試算の前提として、対象の 19 品目に関して農林水産省は試算を行って

いる。しかし、この試算の前提には問題点が見受けられる。具体的には、競合する国産品

は内外価格差の大小に関わらず、すべて置き換わるという前提である。実際になぜその前

提が問題であるかについての詳細は次項に記述する。 
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次に品目別の影響に注目した際に、大きなウェイトを占めている米に関する試算の設定

を確認する。試算によれば、自由化に伴う農産物の減尐額は 4 兆 1000 億円程度であり、

そのデータの内訳は米国産等の米が輸入されることにより発生する米の生産減尐額が 1 兆

9700 億円と、割合にして全体の減尐額の約 48%22を占める値となっており、米の存在が非

常に大きいことがわかる(図表 3‐2 参照)。また、試算により減尐するとされている 1 兆

9700 億円とは、試算における米の平均総産出額の 89.9%に相当する値であり、自由化する

ことにより約 9割が壊滅するというシナリオで試算が行われている。 

 

図表 3‐2 「農林水産省試算における品目別生産減少額の構成割合」 

出典：内閣官房(2010)『包括的経済連携に関する検討状況』より作成 

 

このような試算の前提の基、米の生産額減尐の試算は行われていた。米に関しての具体

的な数値の前提は以下の表の通りである(図表 3‐3参照)。農水省の試算で競合する米

は、国産品価格 247円と輸入品価格 57円を比較して、内外価格差を 4倍強とした上で国

産米が全滅し 1兆 8,800億円の損失が発生するとされていた。また、競合しない米は、安

い輸入米が国内市場に出回ることで価格が下落し、現在の 288円から 177円まで価格が低

下すると仮定して 1,000億円の損失が出ると計算されていた。 

 

                                                      
22 内閣官房「EPA に関する各種試算」平成 22 年より 
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図表 3‐3 「国境措置撤廃による米への影響試算の前提 農林水産省」 

出典：農林水産省(2010)「農林水産省試算（補足資料）」より作成 

 

しかし、この試算の前提を改めて確認すると問題点が多く、その設定が恣意的に決定さ

れているという結論に至った。本間(2010)によると、過去にも価格の設定に関して問題点

があったことを指摘している。それは 1995年の米関税化の際、国産米価格の 86年から 88

年平均 434円/kgと輸入米価格の平均 32円/kgの差額 402円/kgが、基準年の関税相当量

の基礎データとして用いられた。しかし、実際に輸入米価格として用いている価格はタイ

からの砕米価格であり、麹用の米価格が使われていた。この事から算出の際に適切なデー

タが使われていなかったことが分かる(図表 3‐4参照)23。 

 

図表 3‐4 「米の関税相当量(TE)の算出基礎」 

出典：本間(2010) 現代日本農業の政策過程』p.219 より作成 

 

本間(2010)と同様の恣意的かつ不自然な設定が、今回農水省が行った TPP の試算におい

ても用いられていると私達は考える。そこで、それらの問題点に関して前提を変化させた

                                                      
23本間正義(2010)『現代日本農業の政策過程』p.219、表 5‐5 参照。 

1986年度 29円/kg 438円/kg 409円/kg
1987年度 31円/kg 435円/kg 404円/kg
1988年度 37円/kg 429円/kg 392円/kg
３カ年平均 32円/kg 434円/kg 402円/kg

国際価格(A)
(輸入CIF価格平均）

国内価格(B)
(精米卸売価格(上米))

B－A基準年次

 

国産品価格 円/kg 247
全銘柄相対価格

＜平成18年～平成20年産3年平均＞

輸入品価格 円/kg 57
中国産短粒枚SBS価格（玄米換算）
＜平成12年過去最低価格＞

国産品価格 円/kg 288
新潟コシヒカリ相対価格

＜平成18年～平成20年産3年平均＞

関税撤廃後の国産品価格 円/kg 177
競合するものの価格低下率（内外価格差÷国産品価

格）の1/2の割合での価格低下を見込む

考え方 卸売業者の玄米仕入れ価格で比較

国産品生産量 千トン 7607
国内産総生産量（8466千トン）－競合しないものの生産

量（859千トン）
＜平成21年産（競合しないものは20年産・年度）＞

国産品生産量 千トン 859
新潟コシヒカリ＋有機米等こだわり米生産量

＜平成20年度（有機米生産量は平成20年度）＞

〈競合しないもの〉

価格

生産量

データの諸元

データ データ諸元

〈競合するもの〉

〈競合するもの〉

〈競合しないもの〉

項目 単位

項目 単位 データ
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のち、新たに独自試算を行っていく。実際にどの点に関して、設定に問題があると考えら

れるのかについて次項以降に記述する。 

第 1 項 全滅シナリオの問題点 

 本項では、農水省がすべての品目の試算に共通して利用している「競合する品目はすべ

て輸入品に置き換わる」といった前提についての問題点を挙げる。 

 農林水産省の試算は内外価格差の大小に関係なく、日本国内で生産しているものよりも

海外から安い商品が輸入されるようになった場合、国産品のすべてが失われるという前提

で行われている。しかし、この前提の根拠は明確ではないため、検証が必要であると判断

した。そこで、現在輸入が行われている牛肉を例に、輸入品と国産品ではどれだけ内外価

格差が生じており、それにより、どれだけ消費に差が発生しているのかを明らかにし、そ

れを基に、試算の「競合する品目はすべて輸入品に置き換わる」といった前提が妥当なも

のであるかを確認していく。 

 まず初めに、現在の国産牛肉と輸入牛肉の内外価格差がどの程度あるかを確認する。な

お、今回は輸入牛として豪州の牛肉を、国産牛として和牛のようなブランド牛ではない国

産品交雑種24の国産牛肉を用いる。これらの価格を比較すると、内外価格差の平均は 234%

であり、約 2倍弱の価格差があることがわかる(図表 3‐5参照)。 

 

図表 3‐5 「牛肉部位別輸入品と国産品の内外価格差」 

出典：独立行政法人 農畜産業復興機構「畜産物の需給関係の諸統計データ」より作成 

 

次に、現在の牛肉の仕入れ量に注目して、価格差が 2 倍弱ある中でどれだけ消費に差が

発生しているかを確認する。牛肉の品種別仕入れ構成比を確認すると、国産品交雑種の仕

入れ割合が 20.7%であるのに対して、豪州産牛肉の仕入れ量は全体の 17%であり、輸入品

全体の仕入れ割合は 23.6%であった(図表 3‐6参照)。 

 

図表 3‐6 「全店舗25における牛肉の品種別仕入れ構成比」 

出典：財団法人日本食肉消費総合センター(2010)「食肉販売店の仕入動向」より作成 

 

現在、輸入が行われている豪州産輸入牛と国産牛には価格差が 2 倍もあるにも関わら

ず、消費量に関しては構成比で 3.6%輸入品が多く消費されている程度であった26。つま

                                                      
24生産コストの引き下げ、 肉質の向上を目的に交配させた品種。 
25 全店舗：百貨店、総合スーパー、食品スーパー、農協・生協ストア、食肉小売店(専門店)、その他を対

象。 
26 明らかにするべきは、国産品と輸入品に関してどれだけ消費に差が生じているかであるため、国産品仕

入れ割合と比較する値としては、豪州産牛肉だけではなく輸入品全体の仕入れ割合を用いて比較を行っ
た。 

和牛肉
国産牛肉
（乳用牛）

国産牛肉
（交雑種）

その他国
産牛肉

米国産
牛肉

豪州産
牛肉

その他
輸入牛

703 625 42.1 13.2 20.7 0.5 4.6 17 2

回答店舗数
1店舗当たり
仕入量

仕入構成比（%）

かた ばら ｻｰﾛｲﾝ もも かた ばら ｻｰﾛｲﾝ もも

輸入(豪州) 224 255 353 196 149 172 314 113

国産(交雑種) 448 518 890 449 347 409 684 341

内外価格差 224 263 537 253 198 237 370 228

通常価格 特売価格
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り、農水省が試算の前提として考えている「価格差があった場合に国産品が全滅する」と

いったシナリオは、現在の牛肉のケースを基に考えると現実的ではなく、尐なくとも価格

差が 2倍程度であれば、消費量が大幅に減尐することは無いと考える。 

第 2 項 価格及び生産量の前提の問題点 

 試算を行う前提として農水省が設定している価格及び生産量のデータの多くは妥当な基

準で設定されていないという結論に至った。具体的には、輸入品の価格を低く、国産品の

価格を高く設定することにより、内外価格差を大きくすることで、国内農業への影響を過

大にしているということである。実際にどの値が妥当なものでないのかについて、本項で

問題点と変更点を論じていく。 

 

ü 競合するもの―国産品の前提 

 競合するものの国産品価格のデータとして使用されているデータは「全銘柄相対価格」

(247円/kg)とされている。しかし、全銘柄相対価格には国内のすべての米の価格が含まれ

ており、競合するものと競合しないものというように米の種類によって試算での扱いを変

えるという農水省の前提を踏まえると、競合しない米の価格も含まれているこの値を取る

ことは妥当なものではなく、国産品価格が高く設定されていることになる。そこで、私達

が独自に行った試算では、全銘柄から競合する米である新潟産コシヒカリの価格を引いた

価格である「(全銘柄－新潟コシヒカリ)相対価格＜平成 19年~21年平均＞」の値を用いる

こととする。その結果、競合する国産品価格は 247 円/kgから 238円/kgになるため、価

格が高く設定されていたことが明らかとなった。 

 

ü 競合するもの―輸入品価格の前提 

 輸入品価格として使用されているデータは「中国産短粒米 SBS価格(玄米換算)＜平成 12

年最低価格＞」(57円/kg)であった。この設定の問題点は、3カ年平均を用いるという試

算の前提がある中で、この値だけは単年度の過去最低値を用いて試算を行っている点と、

国産米減尐の理由として農水省自身が「米国産の米の輸出量が多いこと」を挙げているに

も関わらず、中国産の値を用いているという点である。そこで、私達の試算では「アメリ

カ産うるち玄米短粒種 SBS価格＜平成 19年~平成 21年平均＞」の値を用いることとす

る。その結果、輸入品価格は 57円/kgから 173円/kgになるため、価格が低く設定されて

いたことが明らかとなった。 

 

ü 競合しないものの前提 

 生産量の設定に関しても問題点は存在する。農林水産省の試算では、競合しないものの

価格として新潟産コシヒカリ(288円/kg)を用いていた。しかし、生産量の前提において

は、競合しないものの生産量として、「新潟コシヒカリ＋有機米等こだわり米生産量」を

用いて試算を行っている。そこで私達の試算では、価格の前提27との整合性を図るために

「新潟コシヒカリ生産量＜平成 19年~21年平均＞」を用いることとする。それにより、競

合しないものの国産品価格は 288円/kgから 399円/kgに、生産量は 859千トンから 652

千トンになる。 

                                                      
27競合しないものの国産品価格として使用されているデータは「新潟コシヒカリ相対価格＜平成 18 年～

平成 20 年産 3 年平均＞」であった。新潟コシヒカリが競合しない財であるという前提に立てば、この
値の設定に関しては大きな問題があるとは考えられない。しかし、今回の試算においては他のデータと
年代を合わせる意味で「新潟コシヒカリ相対価格＜平成 19 年~21 年平均＞」を用いることとする。 
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第 3 項 前提変化後の試算結果 

 ここまで述べてきた点を変化させたのち、関税撤廃後国産品価格等の計算28を再度行っ

た上で前提をまとめると以下表のようになる(図表 3‐7参照)。 

まず初めに、競合する米に関して内外価格差の変化に注目し試算を行う。農林水産省の

前提では競合する米の内外価格差は 4倍強29であった。しかし、設定の恣意的だと考えら

れる部分を変化させた上で再度検証を行うと、国産品価格 238円/kgと輸入品価格 173円

/kgの比較で、内外価格差は 1.4倍程度であることが明らかとなった。つまり、農林水産

省の試算で発表されているよりも国産米と輸入米には大きな価格差は無く、結果として農

水省の試算は恣意的であったと言える。また、現在輸入されている牛肉のケースから、価

格差が 2倍程度では消費量に大きな影響が無いという現状を踏まえると、実際に輸入自由

化が進んだとしても国産米が全て市場から無くなるという結果になるとは考えられず、米

全体の総生産額の減尐も小さいものになることは明らかである。 

次に、競合しない米に注目する。農林水産省が出した試算では競合しないものの損失額

は約 950億円30であった。一方、試算の前提を変化させた場合は、関税撤廃後の内外価格

差が小さくなることにより価格低下率が小さくなるため、関税撤廃後国産品価格は 177円

/kgから 286円/kgに増加する。つまり、関税撤廃後の国産品価格は農水省の試算よりも

高い水準を維持することが可能となる。この前提の変化の基、再度試算を行うと競合しな

いものの損失額は約 737億円31となり、農水省の試算での損失額である 950億円よりも小

さくなっていることがわかる。結果として、競合しないものの損失額に関しても農林水産

省の試算では過大に見積もられていたと言える。 

 

                                                      
28 図表 関税撤廃後国産品価格データ諸元より 

関税撤廃後国産品価格(X)=国産品価格－国産品価格×(内外価格差÷国産品価格)÷2 

X=399－399*((399－173)/399)/2＝286 
29 国産品価格 247 円/kg と輸入品価格 57 円/kg 比較 
30 農林水産省「農林水産省試算(補足資料)」より 

国産品価格×国産品生産量－関税撤廃後国産品価格×国産品生産量 

＝288*859,000,000－177*859,000,000=95,349,000,000 
31 図表 3‐6 より 

国産品価格×国産品生産量－関税撤廃後国産品価格×国産品生産量 

＝399*652,098,000－286*652,098,000= 73,687,074,000 
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図表 3‐7「国境措置撤廃による米への影響試算の前提 変化後」 

出典：農林水産省「米の相対取引価格 年産別平均」平成 19 年度、20 年度、21 年度32。「輸入米に係る

SBS の結果概要」平成 19 年度第 1 回～第 5 回、平成 20 年度第 1 回～第 8 回、平成 21 年度第 1 回～第 3

回33。「農業生産に関する統計(2)米の生産量」34。第 121 回 新潟県統計年鑑 2010(第 6 章 農林水産

業)35を基に作成 

                                                      
32 競合するもの国産品価格及び競合しないもの国産品価格 
33 競合するもの輸入品価格 
34 競合するもの国産品生産量 
35 競合しないもの国産品価格 

価格 Ѽ ẀӓѼ 独自試算前提（変化後）

項目 データの諸元 データ諸元

全銘柄相対価格
＜平成18年～平成20年産3年平均＞

（全銘柄－新潟コシヒカリ）相対価格
＜平成19年～21年平均＞

247円/kg 238円/kg

中国産短粒枚SBS価格（玄米換算）
＜平成12年過去最低価格＞

アメリカ産うるち精米短粒種SBS価格
＜平成19年～21年平均＞

57円/kg 173円/kg

新潟コシヒカリ相対価格
＜平成18年～平成20年産3年平均＞

新潟県産コシヒカリ相対価格
＜平成19年～21年平均＞

288円/kg 399円/kg

内外価格差÷国産品価格の1/2の割
合での価格低下を見込む

内外価格差÷国産品価格の1/2の割
合で価格低下を見込む

177円/kg 286円/kg

国内産総生産量（8,466千トン）－競合
しないものの生産量（859千トン）

＜平成21年産（競合しないものは20年
産・年度）＞

国内生産量－競合しないものの生産量
＜平成19年～21年平均＞

7,670千トン 8,116千トン

新潟コシヒカリ＋有機米等こだわり米生
産量

＜平成20年度（有機米生産量は平成
20年度）＞

新潟コシヒカリ生産量
＜平成19年～21年平均＞

748ӧɆɱ 541ӧɆɱ

〈競合しないもの〉

〈競合するもの〉

国産品生産量

〈競合しないもの〉

〈競合するもの〉

生産量

国産品価格

輸入品価格

国産品価格

関税撤廃後国産品価格

国産品生産量
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第 2 節 その他試算の問題点 
 

国産小麦に関して、農水省の試算では、国産小麦 100%使用の小麦粉は競合しない財とし

て、国産小麦 100%未満の小麦は競合する財として設定している。つまり、他の品目とは異

なり、品種では無く小麦粉に占める国産品の割合によって区別されている。また、現在の

国産小麦の市場を確認すると、自給率は 14%程度36であるにも関わらず、国産品 100%の小

麦粉は生産量の 1%に過ぎない。つまり、現在の小麦粉は国産品小麦と輸入品小麦を混ぜて

販売していると推測できる。このような国内小麦市場の現状と農林水産省の前提のもと、

海外から安い小麦粉が輸入されるようになった場合、競合しない小麦粉以外は淘汰される

と考えられている。 

しかし、ここで考慮しなければならないのは、海外から安い小麦粉が輸入されるように

なった場合に国内の小麦粉の販売方法がどのように変化するかである。国産品 100%で販売

することにより差別化を図れるのであれば、生産者は国産品 100%として小麦粉を販売する

ようになると考えられる。その場合、競合しないもの(国産品 100%)の供給量が増加するた

め価格が低下すると考えられるが、それにより、小麦農家の全滅という事態は回避可能で

ある。つまり、この試算には、海外からの安い品目が輸入された場合に国内農家が取ると

考えられる対応策が全く加味されてないという問題がある。 

また、小麦の輸入品価格の前提にも問題が見受けられる。農林水産省が輸入品価格の前

提として設定している値は「中国産」の小麦価格である。しかし、2010 年度の小麦の輸入

先を確認すると、アメリカからの輸入が全体の 60.4%、次いでカナダの 18.6%、オースト

ラリアの 18.6%となっており、アメリカの輸入がその大半を占めることが分かる。また、

輸入時のシナリオとして、農水省自身がアメリカ産とオーストラリア産等の小麦が輸入さ

れることにより、国産小麦が淘汰されると考えていることからも、輸入品価格として用い

るべきは輸入実績があるアメリカやオーストラリアの値であると考えられる。 

第 3 節 結語 
 

今回の試算では、農水省の試算において生産減尐額 48％を占める米への影響を考察した

が、その前提には問題点が多く、生産額は農水省の試算ほど減尐しない。よって、生産減

尐に伴う食料自給率、農業の多面的機能、また関連産業への影響も農水省の主張ほど影響

はなく、米に限って言えば自由化によって壊滅的な被害を受けることはないという結論に

至った。しかしながら、日本の農業は過剰な保護を受けてきた。 

 ここで考える必要があるのは、このような保護主義的な農業政策を今後も維持していく

ことは妥当であるかという点である。第 2 章の結語でも述べたように、日本農業は様々な

問題を抱えており、このままでは衰退の一途を辿るのは明白である。つまり、今日まで行

われてきた保護主義的な農業政策の在り方を見直し、農業政策の抜本的な改革が望まれる

のである。そのための方策として、自由貿易交渉の活発化を好機と捉え海外市場との競争

に打ち勝つことを目標として、より強い日本農業を実現するための政策提言を次章で行

う。 

 

 

                                                      
36 総合食料局(2009)「国内産麦をめぐる状況」 

http://www.maff.go.jp/j/study/yunyu_migirule/06/pdf/data1.pdf 
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第 4 章 政策提言・検証 

第 2 章で述べたように、今日までの日本の農政は生産者である農家の保護を中心として

行われてきたという経緯があり、米市場を自由化することに関して消極的であった。第 3

章での農水省試算のケースを考えても、自由化に対して過剰に反応し恣意的な試算を出す

ことにより、自由貿易交渉に保守的な姿勢を取ってきたことは明らかである。 

しかし、このような行動の結果、生産者視点の保護政策により消費者が農産品を高い価

格で購入することを強制されるような事態に陥ってしまっていた。また、今回の試算のケ

ースで考えるのであれば、多くの国民にとって有益である自由貿易交渉への参加が阻害さ

れるといった、尐数派である農業関係者による横暴により、多数派の利益が阻害されてき

たとも捉えることができる。 

 このような保護主義的な農業政策をとり続けてきたにも関わらず、現在の日本の農業は

多くの問題を抱えており、衰退していくことは明らかである。そこで本章では、これまで

の農家保護を目的とした政策の在り方を見直し、積極的に市場で競争をすることができる

ような政策を提案する。 

具体的な提言としては、生産調整の廃止を行い自由に生産できる体制を実現し、米の価

格を低下させることで消費者負担の緩和、さらには国際競争力を日本農業に与えることを

目指す。さらには、補助金により大規模化を効率的に推進することで、米の生産性の向上

を図るとともに、農家の所得を補償し、政策決定のための合意形成を図る。 

第 1 節 生産調整の完全廃止 
 

生産調整によって、米の生産は抑えられたが、それによって高価格維持が図られること

で、消費者の負担となってきた。こうした負担を生み出してきたのは、紛れもなく従来の

農業政策であり、自由貿易が進む現在、これらの政策の方向を転換する必要がある。 

 保護されることで維持していく農業では、長期的に考えて問題の解決とならない。競争

のある市場において、農業が一つの産業として確立していくことが求められていると考え

る。そのために、従来行われてきた農業政策、主に米の生産に対して行われてきた生産調

整を廃止するという政策を提言する。 

第 1 項 生産調整廃止に伴う米価変動 

本項では、実際に生産調整を廃止した際の米価と農業者所得への影響に関して、シミュ

レーションを行う。今回のシミュレーションでは、生産調整により作付けが行われていな

い耕地面積の 10%が生産増加するケースを考える。シミュレーションを行うにあたって
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は、本間(1994)37に記載されている政策構想フォーラム(1993)『米市場開放と財政負担』

で使用されていたモデルを参考にする。 

 

D=国内生産量 S＝国内供給量 P＝市場価格 

a＝需要の価格弾力性 b＝供給の価格弾力性 

 

需要曲線と供給曲線をそれぞれ対数線形で、 

  と表すと、 

需給均衡価格、 は、 となる。 

ここで変数 D、S、Pは対数に変換されているものとする。 

供給曲線のシフト率を とすれば、 

このシフトによる価格変化率 は である。 

 

今回のシミュレーションでは、生産調整廃止前の基準値として、米の国産品総生産には

平成 22 年の値である 848 万トン38を、国産米の卸売価格には、同年の単純平均値である

206 円/kg39を使用する。なお、今回のシミュレーションで使用するこれらの値は、生産調

整が多く行われているブランド米以外の米の値を用いる。 

コメの価格弾力性に関しては、大塚(1984)40における米の需要の価格弾力性 0.12 と供給

の価格弾力性 0.1841を使用する。また、シミュレーションにおいて、供給のシフト要因と

なる生産調整撤廃による生産量の増加は、10a 当たりの平均収量と作付けが行われていな

い耕地面積 10%の値により、48.5万トン42と設定した(図表 4‐1参照)。 

 

図表 4‐1「生産調整撤廃に伴う収量増加予測（平成 22年値）」 

出典：農林水産省(2010)「水陸稲の時期別作柄及び収穫量」、 

全国の需給調整の取り組み状況の推移、(2010)「作物統計 本地・けい畔耕地面積田」より作成 

 

これらの前提を踏まえ、上記したモデルを使用し価格変化率 を求める。 

 

に、 

  を代入すると、 

となる。 

 

                                                      
37 本間正義(1994)『農業問題の政治経済学』p228,p233 

38 農林水産省(2010)「農業生産に関する統計(2)米の生産量」より 

全生産量－新潟コシヒカリ生産量 8,478,000,000－617,800= 8,477,382,200(kg) 
39 農水省「米穀の取引に関する報告」より(全銘柄価格－新潟コシヒカリ価格)の単純平均=12,355(円/玄米

60kg) 
40 大塚啓二郎(1984)「米の需要供給関数の推定」，『経済と経済学』第 55 号 p15~26 参照 
41 同上 
42 485,480,000(kg)=((24,960,000－15,800,000)*0.1)*530 

単位
10a
10a

（10％) 916,000
kg

数値

万トン

生産調整面積③(①－②) 10a

24,960,000
15,800,000

9,160,000

530

48,5

耕地面積①
実作付面積②

10 a当たり平均収量④

10％生産面積増加による
収量の増加予測(③×④)
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 つまり、生産調整を撤廃し、現在作付けが行われていない土地の 10%生産量が増加した

場合、国内米価格は 19%下落すると推測できる。 

次に、平成 22年度の価格で考えた場合の生産調整撤廃後の価格を求める。 

国産米卸売価格=P1、生産調整撤廃後価格=P2とした場合 は次の式で表すことができる。 

 

 

となる。 

 

結果、生産調整撤廃後の価格は約 167 円/kg となる。また、この値と前章で述べた米の

輸入品価格 173 円を比較すると、内外価格差は非常に小さくなりむしろ国産品が有利にな

ることが考えられる。よって生産調整撤廃により国産米の価格競争力は上昇すると言え

る。 

 次に、これらの結果をもとに総産出額にどの程度の影響を与えるかの検証を行う。平成

22 年のケースで考えた場合、生産調整撤廃前の総産出額は 17,468 億円43であるのに対し

て、生産調整撤廃後は 14,948 億円44であり、総生産額は 2,520 億円減尐する。つまり、生

産調整を廃止することにより、生産量の増加に伴い価格が低下し、米農家の所得が減尐す

ると言える。 

第 2 項 価格下落による農業所得への影響 

生産調整の廃止によって、価格の低下に伴い生産者所得は縮小する。生産調整撤廃後の

米価格の低下のシミュレーションと同様に、作付けが行われていない耕地面積のうち 10%

が生産調整撤廃後に作付され、結果、生産量増加が達成されるとして、農業所得がどれだ

け減尐するのかを算出する。 

農業所得45は農業粗収益46から農業経営費47を差し引いた額で求めることができる。ここ

では、農業粗収益の内訳における、水稲の現金収入が価格の下落率分だけ低下することを

想定し、その他の数値に関しては変化しないことを前提とした。このような前提のもと農

業平均所得を算出すると、一戸当たりの年収が平均で 24 万円減尐することがわかった。

また、経営規模が大きくなるにつれて所得の減尐額も大きくなっていることが明らかとな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
43 国産総生産×国産卸売価格 

= 8,480,000,000(kg)* 206(円/kg)=1,746,880,000,000(円) 
44 (生産増分+国産総生産)×生産調整撤廃後価格 

 =(485,480,000(kg)+8,480,000,000(kg))* 166.7(円/kg)=1,494,789,388,333(円) 
45 農業所得：農業所得=農業粗収益－農業経営費 
46 農業粗収益：現金収入+内部仕向+動植物増価額+未処分農産物在庫増減額 
47 農業経営費：現金支出＋減価償却費＋農業生産資材在庫増減額 
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ᶫ 4 2 ѩ ὤ ♬ ₳᷈ ᾜ  

出典：農林水産省(2010)「農業経営統計調査 平成 21 年営農類別経営統計」より作成 

 

次に、これまでのシミュレーションの結果を踏まえたうえで、農業全体では生産調整撤

廃でどの程度所得が減尐するかを明らかにする。農家規模別の所得平均値と、規模別農家

数を基に農業全体での所得の減尐額を計算すると、結果として、生産調整撤廃により総額

で約 3,997億円の損失が発生する。 

 

ᶫ 4 3 ѩ ὤ ♬ ᾜ  

 出典：農林水産省「農業経営統計調査 平成 21 年営農類別経営統計」より作成 

  

本節で行ってきたシミュレーションの結果、生産調整を廃止することにより、価格は低

下し、今までの農業政策で行われてきた消費者負担が緩和されると同時に、輸入品と十分

に競争できるようになることが明らかとなった。しかし一方で、今まで手厚い保護を受け

てきた農業従事者には所得減尐という問題が発生するため、何らかの追加的な政策を取ら

なければ、農業を持続していくことは難しい。また、政治的に大きな力を持っている農業

従事者の合意形成を図る意味でも、発生した不利益に対して補償を行うことは必要不可欠

粗収益（A) 2,094 572 1,127 2,142 3,376 10,138 6,272

経営費(B) 1,748 710 1,147 1,784 2,670 6,955 4,439

所得(A)－（B) 346 -138 -20 358 706 3,183 1,833

粗収益（C) 1,849 508 988 1,861 2,936 9,076 5,566

所得（C)－（B) 101 -202 -159 77 266 2,121 1,127

所得差額(A)－（C) 245 64 139 281 440 1,062 706

10.0～15.015.0～20.020.0ha以上

粗収益（A) 14,837 8,666 12,580 23,310 16,252 22,920 38,106

経営費(B) 10,010 5,810 8,443 15,803 10,970 15,231 26,199

所得(A)－（B) 4,827 2,856 4,137 7,507 5,282 7,689 11,907

粗収益（C) 13,343 7,704 11,262 21,097 14,512 20,877 34,772

所得（C)－（B) 3,333 1,894 2,819 5,294 3,542 5,646 8,573

所得差額(A)－（C) 1,494 962 1,318 2,213 1,740 2,043 3,334

5.0～7.07.0～10.0

0.5～1.01.0～2.0
3.0～5.0

ʤ ♥

ʤ Ѽ

5.0ha以上

2.0～3.0

区分

10.0ha以上

ʤ Ѽ

ʤ ♥

3.0ha以上区分 平均 0.5ha未満

経営体数 平均所得（下落前）平均所得（下落後）平均所得差額 所得減少額

0.5ha未満 258,253 -138 -202 64 16,437,803

0.5～1.0 468,059 -20 -159 139 65,186,577

1.0～2.0 358,618 358 77 281 100,911,519

2.0～3.0 116,727 706 266 440 51,364,549

3.0～5.0 76,371 1,833 1,127 706 53,935,491

5.0～10.0 42,764 3,497 2,357 1,140 48,746,897

10.0～15.011,620 5,282 3,542 1,740 20,219,032

15.0～20.05,574 7,689 5,646 2,043 11,389,131

20.0ha以上 9,442 11,907 8,573 3,334 31,480,761

計 1,347,428 31,114 21,226 9,888 399,671,762

単位：経営体、千円
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である。そのため、政策の実現可能性を高めると同時に、農家の効率性をさらに高めるた

めの政策として、戸別所得補償制度の見直しを行い、望ましい補償の在り方を提言する。 

第 2 節 大規模化促進補助金 
 

規模の経済の概念から、規模が大きくなるほど生産性は向上する。また、農業は土地集約型

産業であるため、規模の拡大は生産性の上昇を意味する。1ha 当たりの生産費を確認すると生

産性が大きく向上するのは 3ha 以上からである(図表 4‐4 参照)。しかし、現在 3ha 以上の規

模を有している農家は全体の 3％48しかいないため、大規模化を推進する政策を提言する。 

大規模化を推進するために、大規模農家を対象に補助金を給付する。対象規模は前述した生

産性が向上する 3ha 以上に設定する。 

 

図表 4‐4「規模別米生産費」 

出典：農林水産省「農業経営統計調査 平成 22年産 米生産費」より作成 

 

具体的な金額は、現在行われている戸別所得補償制度では 3ha 以上の米農家は加重平均で

は、1ha あたり 63 万円の補助金が給付されている。そこで、大規模化促進補助金でもその水

準を維持し、1ha につき 63 万円を給付する。給付条件が 3ha 以上であるため、給付開始金額

は 3ha で 189 万円になり、以後 1ha につき 63 万円が増額される方式をとる。 

3ha 未満の農家のうち、専業農家、第 1 種兼業農家は農業所得が総所得における割合が大き

いため、規模を拡大して補助金を受給することで、農業を継続すると考える。 

第 3 節 土地賃借奨励補助金 
 

 大規模化せず経営が厳しくなる農家の補償の手法として従来の戸別補償制度ではなく、所有

している農地を貸し、それに対し補助金を給付する政策を提言する。 

従来の戸別補償制度では、生産数量を守りさえすれば補助金が給付されるため、農外所得が

多い第 2 種兼業農家でも所得が補償されてしまうことによる不公平感や、農地を手放しにくく

                                                      
48 3ha 以上の農家数 1,997,913 に対し 3ha 未満の農家数は 1,931,714 ある。 
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なり大規模化を阻害するという問題があった。そこで、農地を貸し出した49農家に対して、面

積に比例した補助金を給付する手法をとる。大規模化促進補助金の受給が困難になり経営が困

難になった農家は土地を貸し出すというインセンティブが働く。従来の戸別所得補償制度の下

での農業所得と補助金を受け取った際の利益が、面積が 3ha 以下の農家の加重平均が 1 年間で

1ha につき 2 万 4,000 円であった。そこから、従来の利益を維持できるよう 1ha あたり 2 万

4,000 円を給付額とする。 

第二種兼業農家は農外所得の割合が多いため、大規模化するインセンティブは専業農家や第

一種兼業農家ほど大きくない。そのため 3ha 以下の 72％50を占める第二種兼業農家は従来通り

農業を継続するよりも土地を貸し出す方が利益が高いため土地を貸し出し補助金を受給すると

考えられる。 

また、農業には特別なノウハウが必要でありそのためには長い経験が必要である。そのため

農地を貸し出す場合は、長期間安定して農地を貸しだす方が望ましい。そのため農地の賃貸契

約年数が 10 年以上の場合補助金を 10％増加させ、より長期間の賃貸契約を促す。 

本節で提言した政策は、競争力のない農家に補償措置として、農地貸し出しの際の補助金交

付というものである。この政策は、農業関係者から反発を買う価格調整撤廃を実現するために

必要であり、また、土地を集約する大規模化を進めるためにも必要である。 

第 4 節 政策検証 
 

本節では、これまでに述べてきた補助金の仕組みを導入するにあたり財源の面からどの程度

実現可能性があるかを考察する。前提として、財源はこれまで生産調整により支給されていた

水田活用の所得補償交付金51（2,284 億円）、戸別所得補償に関係する米の所得補償交付金

（1,929 億円）、米価変動補てん交付金52（1,391 億円）及び、新需給調整システム定着交付金

（150 億円）の合計である 5,754 億円を確保している。また、作付面積全体が約 250 万 ha、そ

のうち 3ha 以上農家の面積が合計で約 31 万 ha、3ha 以下農家の面積が合計で約 220 万 ha で

ある。 

大規模化促進補助金と土地貸借奨励補助金にいくら財源が必要であるかを考察するため 3ha

以下の小規模農家が土地を貸し出し、その分 3ha 以上の大規模農家の土地が増加する場合の組

み合わせを計算した。なお、今回の検証では土地を貸し出す農家のうち 10%が長期契約をする

と仮定した（参考資料②）。その結果から、5,754 億円で賄えるのは、3ha 以下の農地の 26％

にあたる 568,744ha が大規模農地に集約される場合までとなった。集約された結果、3ha 以上

の大規模農家の面積は約 2.8 倍の 877,267ha になり、現在作付面積全体の 12%しか占めていな

い大規模農家の農地が 35%まで上昇する。 

この時、補助金にかかる費用を見てみる。大規模化促進補助金は、大規模農家の農地

877,267ha に 1ha 当たりの補助金である 63 万円を給付することにより約 5,527 億円となる。

土地貸借奨励補助金は、3ha 以下の耕地面積の 26%である 568,744ha に対し給付される。10

                                                      
49今回の政策では、農地の貸し出しにしぼり売却は考慮にいれない。2009 年の農地法改正で法人は農地所

有は認められないことになっている。農業生産法人を設立すれば所有できるが、企業の生産法人への出
資は 50％未満に制限されているなど、様々な条件がある。そのため今回の政策では、個人経営だけで
なく法人主体による大規模営農の維持をも同時に達成するために、貸借に対しての補助金を設定する。 

50総農家数 1,997,913 世帯のうち 3ha 未満の第二種兼業農家数は 1,396,700 世帯である。 
51 水田で麦、大豆、米粉用米、飼育用米等の戦略作物を生産する農業者に対しての交付金。 
52 米の所得補償交付金と合わせて標準的な生産費を補償するものとして、米の生産数量目標に従って生産

する農家に対し、その年の販売価格が、平均的な販売価格を下回った場合に交付される 
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年以上の長期契約が 10％あると仮定すると、合計で約 138 億円必要となる。2 つの補助金を合

計すると約 5,665 億円となり実現可能なライン53であるといえる。 

検証より、戸別所得補償から抽出した財源によって、小規模農家の農地のうち 26％を貸出

し、それに伴い耕地面積全体に占める大規模農家の農地の割合が 12%から 35%と約 3 倍まで規

模拡大させることが可能であることが明らかとなった。 

しかし、米農家のうち 97%以上を占める小規模農家の所有する面積の 26%だけに補助金を支

給しても、政策決定過程において合意形成を図ることは難しいと推測される。そのため、合意

形成を得るために必要であると考えられる小規模農家の所有する面積の半数が補助金を受給す

るケースの検証を行い、それに伴い追加的な財源がどの程度必要になるかを明らかにする。 

3ha 以下の農地の 50%にあたる 1,093,739ha が大規模農地に集約された場合、3ha 以上の大

規模農家の面積は約 4.5 倍の 1,402,261ha になり、現在作付面積の大規模農家の農地が 56%に

まで増加する。 

 この際に補助金にかかる費用を算出すると、約 9,099 億円となり、現在財源として確保でき

ている 5,745 億円と比較した場合、約 3,345 億円財源が不足する54ことが明らかとなった。こ

の財源不足へ対応するための政策の一つとしては、生産調整によって発生する消費者余剰

5,929 億円55を何らかの形で財源に組み込むことが挙げられる。そうした場合、補助金に使用で

きる財源は約 1 兆 1,683 億円56となり、半数の農家が土地を貸出し大規模化が進んだケースに

おいても政策は実行可能となる。つまり、生産調整により発生した消費者余剰を財源とするこ

とが可能であれば社会的余剰を失うことなく、米農家の半数以上の合意を得ることが可能にな

るため、政策の実現可能性は高まると言える。 

 また、消費者余剰を財源として組み込んだ場合、その財源で実行可能な貸出しの範囲は小規

模農家の所有する農地の 68%である 1,487,485ha にまでに至り、その場合の大規模農家の面積

は約 5.8 倍の 1,796,007ha にまで増加するため、さらなる大規模化にも対応可能になる。 

第 5 節 結語 
  

本章では「生産調整の廃止」と「補助金の見直し」の 2 つの政策を提言した。一つ目の生産

調整撤廃により、米の生産量が増加し、米価が下落する。それにより、消費者負担が緩和さ

れ、自由化に対応することが可能となった。しかし、その一方で米農家の所得が減尐するとい

った不利益が発生してしまう。そこで、2 つ目の政策として米農家の損害を防ぐため、現行の

生産調整政策である戸別補償制度を見直し、農家の大規模化推進と、経営困難になった農家に

対して賃借補助を行った。 

                                                      
53大規模化促進補助金 877,267ha×63 万円=5,527 億円 

土地貸借奨励補助金 56,874ha×2 万 6,400 円＋511,870ha×2 万 4,000 円=138 億円 

5,527 億円＋138 億円=5,665 億円   5,665 億円（補助金）＜5,754 億円（財源） 

54 大規模化促進補助金= 1,402,261ha×63 万円＝883,424,587,500 円 

土地貸借奨励補助金=109,374ha×2 万 6,400 円＋984,365ha×2 万 4,000 円＝26,512,227,300

円 

883,424,587,500 円＋26,512,227,300 円＝909,936,814,800 円 

財源－補助金＝592,920,000,000 円－909,936,814,800 円=－334,536,814,800 円 
55 消費者余剰=生産調整撤廃前の消費支出－生産調整撤廃後の消費支出=8,235,000,000kg×

238 円+8,235,000,000kg×166 円=592,920,000,000 円 
56 財源合計=575,400,000,000 円+592,920,000,000 円=1,168,320,000,000 円 
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これらの 2 つの政策によって、大規模化が促進され、生産性が向上し、日本の米農業の競争

力上昇が図られることは検証の結果明らかとなった。しかし、合意形成のために必要であると

考えられる財源は現行の政策から抽出した分だけでは不足することも同時に明らかとなった。

そこで、そのような財源が不足することへの対応策の 1 つとして、生産調整撤廃により発生し

た消費者余剰を財源に組み込むことを挙げた。消費者余剰を財源として使用できる場合は、小

規模農家が最大で 68%程度の農地を貸し出すことが可能となり、社会的余剰を失うことなく合

意形成が容易に図れるという結論に至った。 

そのような仕組みを考え財源の確保が可能となれば、日本にプラスの経済効果をもたらす自

由貿易交渉に積極的に取り組むことが可能になる。 
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終章 

本稿では、対外経済政策を考えるにあたり、近年活発化している自由貿易交渉に積極的に進

めるべきだと主張した。そのために、米の価格調整撤廃、米農家の生産性向上、損失を被る米

農家への適切な補償を行い、自由貿易交渉参加についての態勢を築くとともに合意形成を図っ

た。 

自由貿易を進めていく際に障害となるのが農業関係者による反対であるとした上で、国内農

業の大きなウェイトを占めている米に注目した。考察していくとこれまでの農政によって米農

家が過剰な保護を受けてきたことが明らかになった。その保護主義的な農政の結果、多くの問

題が発生していた。特に、価格維持政策が過大な消費者負担を強いていたこと、さらには、そ

の政策の一環として給付されていた補助金が生産性に非効率を発生させていたことは問題であ

り改善の余地があると判断した。 

また、自由貿易を進めることによって農業にどの程度影響が出るか農林水産省が試算を出し

たが、試算が農家保護のため恣意的なものであるとの懸念があったため再検証を行った。 

農水省試算の再検証では、価格設定やシナリオ設定に問題点があることを明らかにし、独自

に試算を行った。その結果、農水省の試算は、保護主義的な農政を続けるために恣意的に行わ

れていたと判断でき、これまで主張されてきた試算を論拠とした自由化への反対は正当性が無

いという結論に至った。 

以上の問題提起のもと、価格維持政策である生産調整の仕組みを変える政策提言を行った。

具体的な政策としては、「生産調整撤廃」による消費者負担の緩和と、価格競争力の強化、さ

らには「大規模化促進補助金」と「土地貸借奨励補助金」といった補助金を提言し、大規模化

による生産性の向上と政策実行のための合意形成を目指した。 

政策検証の結果、生産調整撤廃により米価が低下することは明らかであり、それにより国際

競争力の強化、消費者負担の緩和に繋がることは確実である。また、今回提言した 2 種類の補

助金が現在確保されている財源で実行可能かの検証も行った。その結果、大規模農家の農地面

積が全体の 12%から 35%に増加するケースまでは実行可能であったが、更なる大規模化のため

には追加的な財源の確保が必要であるという結果が得られた。 

以上の研究の結果を踏まえ、今後の課題としては、土地の立地条件などの問題から農地を完

全に大規模農家へ集約化するのは困難であるということと、仮に順調に大規模化が進んだ場合

でも、将来的に今の財源では小規模農家の農地の約 26%程度しか貸し出すことができず多くの

経営困難な小規模農家が残ってしまうことが挙げられる。 

つまり、自由貿易を進め、社会全体が利益を享受するためには追加的な財源確保のための政

策が今後求められる。 
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補足 

 第 3 章、第 2 節農水省試算におけるその他試算の問題点のデータとして、農水省が公開して

いる米以外の試算データ(小麦、甘味資源作物、牛乳乳製品、牛肉)について、補足として表で

示す。 

 

 

補足資料 1 「農水省による小麦、甘味資源作物に関する試算データ」 

データ データの諸元 データ データの諸元

〈競合するもの〉

〈競合しないもの〉

考え方(シナリオ)

○外国産小麦粉の価格は、国産の1/2程度（内外価格差2

倍強〉で、原料小麦の価格を含まない国内の製粉コストとほ
ぼ同等。
○現在は小麦が輸入され、国内で製粉されているが、小麦
粉で輸入されるようになる。
○国産100％をセールスポイントとする差別化可能な小麦粉

（生産量の約1％)を除いて外国産小麦に置き換わり、国産小

麦のほとんどが引き取られなくなる。

○外国産精製糖の価格は、国産精製糖の１/3 程度(内

外価格差約3倍)で、原料糖の価格を含まない国内の精

製コスト等を下回る水準。
○現在、粗糖が輸入され、国内で精製されているが、精
製糖で輸入されるようになる。
○砂糖は、国産と外国産とで品質格差がないことから、
国産糖のすべてが外国産精製糖に置き換わり、国産甘
味資源作物は引き取られなくなる。

価格の考え方 卸売業者の小麦粉仕入価格で比較 卸売業者の精製糖仕入価格で比較

113
実需者との強い結びつきを考慮し、価格低下は

ないものと見込む
φ

国内産小麦粉(中力粉)の工場出荷価格

〈05～09年度5中3平均〉

【農水省・麦製品等の取引価格調査】

φ

0

国産品価格

国産品生産量

国境措置撤廃後の
国産品価格

円/kg

千トン

円/kg

113

8

輸入品価格 円/kg 45

中国産小麦FOB価格(諸掛(フレート、保険料、引

取経費)加算)

〈05～09年度5中3平均〉

【UN　comtrade(フレートは輸入業者聞き取り）】

52

ロンドン白糖価格(諸掛(フレート、保険料、引

取経費)加算）

〈05～09砂糖年度5中3平均〉

【英国ロンドン市場公表データ】

国内産小麦100％使用を謳い付加価値を付けた

製品原料(北海道産8千トン、都府県産2千ト

ン)(小麦粉換算(×0.78))

〈08年産〉

【農水省調べ(製粉メーカー聞き取り）】

167
精製糖の市中相場価格

〈05～09砂糖年度5中3平均〉

【日本経済新聞】

国内産糖総生産量(精糖換算)

〈08砂糖年度〉

【農水省・砂糖及び異性化糖の需給見通し】

国産品生産量 千トン

国内産総生産量（880千トン）‐国内産小麦

100％使用を謳い付加価値を付けた製品原料

(10千トン)(小麦換算(×0.78))

〈08年産〉

【農水省・作物統計】

679 869

甘味資源作物(砂糖)
単位項目

113円/kg国産品価格
国内産小麦（中力粉）の工場出荷価格

〈05～09年産5中3平均〉

【農水省・麦製品等の取引価格調査】

小麦(小麦粉)
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補足資料 2 「農水省による牛乳乳製品、牛肉に関する試算データ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ データの諸元 Ϸ

〈競合するもの〉

〈競合しないもの〉

○バター、脱脂粉乳、チーズ等の乳製品は、内外
価格差が大きく(バター、脱脂粉乳では約3倍)、品

質格差もほとんどないため、国産のほぼ全量が外
国産に置き換わる。
○輸入乳製品の急増により行き場を失った北海
道の乳製品向け生乳が都府県の飲用向けに供給
され、都府県の生乳生産はプレミアム牛乳向けを
除いて消滅。
○なお、飲用乳は、輸送技術の発達等により輸
入が可能になり、価格も牛乳で国産の1/2程度(内

外価格差約2倍)であるため、業務用牛乳、加工

乳等を中心に国産の2割程度が置き換わる。

○外国産牛肉の価格は、

国産の1/3程度(内外価格差3倍弱)。

○肉質3等級以下の国産牛肉(生産量の約75％。乳用種の

ほぼ全量と肉専用種(和牛肉)の約半分に相当)が外国産牛

肉に置き換わり、肉質4，5等級の国産牛肉は残る。

φ 1,903
ֻ ͔ ̭ʤ (КẆ͔ ÷ᶮ

ᴜ͔ ) 1/2 ̭ʤ

乳業メーカーの生乳仕入価格で比較 卸売業者の仕入価格(部分肉換算)で比較

φ 2,780

ʴẔ⁸ḹ ԄṸ͔ ( 4 5

₳᷈)( ѝ ͔ (÷0.7))

09₴↓

0 89

ᶮ ᴜ ×4 5 ֺ̂Ҋֻ(24.7 )

09₴↓

2,036
国内産総生産量
〈09年度〉

【農水省・牛乳乳製品統計】

272

ᶮК (362ӧ )×1 3 ̂

Ҋֻ(75.3 )

09₴↓

19

世界総計CIF価格(生乳換算価格)

〈05～09年度5中3平均〉

【財務省・貿易統計】

504

ʫ CIF͔

05 09₴↓5ʴ3₳᷈

ҵ

国境措置撤廃後
の国産品価格

円/kg

価格の考え方

考え方(シナリオ)

牛乳乳製品(例：バター、脱脂粉乳)

63

特定乳製品(バター、脱脂粉乳)向け

生乳取引価格
〈05～09年度5中3平均〉

【農水省調べ】

1,366

ʴẔ⁸ḹ ԄṸ͔ ( 4 5

̊ʤ ₳᷈ ѝ ͔ (÷0.7))

09₴↓

輸入品価格 円/kg

国産品価格 円/kg

国産品生産量 千トン

項目 単位

国産品価格 円/kg

国産品生産量 千トン
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補足資料 3「補助金による効果一覧表」 

 

 

（
単

位
：

ha・
円

）

1%
21,875

2,165,603
2,187

57,749,406
19,687

472,495,140
530,244,546

330,397
208,150,283,250

208,680,527,796
366,719,472,204

2%
43,750

2,143,728
4,375

115,498,812
39,375

944,990,280
1,060,489,092

352,272
221,931,391,500

222,991,880,592
352,408,119,408

3%
65,624

2,121,853
6,562

173,248,218
59,062

1,417,485,420
1,590,733,638

374,147
235,712,499,750

237,303,233,388
338,096,766,612

4%
87,499

2,099,978
8,750

230,997,624
78,749

1,889,980,560
2,120,978,184

396,022
249,493,608,000

251,614,586,184
323,785,413,816

5%
109,374

2,078,104
10,937

288,747,030
98,436

2,362,475,700
2,651,222,730

417,896
263,274,716,250

265,925,938,980
309,474,061,020

6%
131,249

2,056,229
13,125

346,496,436
118,124

2,834,970,840
3,181,467,276

439,771
277,055,824,500

280,237,291,776
295,162,708,224

7%
153,123

2,034,354
15,312

404,245,842
137,811

3,307,465,980
3,711,711,822

461,646
290,836,932,750

294,548,644,572
280,851,355,428

8%
174,998

2,012,479
17,500

461,995,248
157,498

3,779,961,120
4,241,956,368

483,521
304,618,041,000

308,859,997,368
266,540,002,632

9%
196,873

1,990,605
19,687

519,744,654
177,186

4,252,456,260
4,772,200,914

505,395
318,399,149,250

323,171,350,164
252,228,649,836

10%
218,748

1,968,730
21,875

577,494,060
196,873

4,724,951,400
5,302,445,460

527,270
332,180,257,500

337,482,702,960
237,917,297,040

11%
240,623

1,946,855
24,062

635,243,466
216,560

5,197,446,540
5,832,690,006

549,145
345,961,365,750

351,794,055,756
223,605,944,244

12%
262,497

1,924,980
26,250

692,992,872
236,248

5,669,941,680
6,362,934,552

571,020
359,742,474,000

366,105,408,552
209,294,591,448

13%
284,372

1,903,105
28,437

750,742,278
255,935

6,142,436,820
6,893,179,098

592,895
373,523,582,250

380,416,761,348
194,983,238,652

14%
306,247

1,881,231
30,625

808,491,684
275,622

6,614,931,960
7,423,423,644

614,769
387,304,690,500

394,728,114,144
180,671,885,856

15%
328,122

1,859,356
32,812

866,241,090
295,309

7,087,427,100
7,953,668,190

636,644
401,085,798,750

409,039,466,940
166,360,533,060

16%
349,996

1,837,481
35,000

923,990,496
314,997

7,559,922,240
8,483,912,736

658,519
414,866,907,000

423,350,819,736
152,049,180,264

17%
371,871

1,815,606
37,187

981,739,902
334,684

8,032,417,380
9,014,157,282

680,394
428,648,015,250

437,662,172,532
137,737,827,468

18%
393,746

1,793,732
39,375

1,039,489,308
354,371

8,504,912,520
9,544,401,828

702,268
442,429,123,500

451,973,525,328
123,426,474,672

19%
415,621

1,771,857
41,562

1,097,238,714
374,059

8,977,407,660
10,074,646,374

724,143
456,210,231,750

466,284,878,124
109,115,121,876

20%
437,496

1,749,982
43,750

1,154,988,120
393,746

9,449,902,800
10,604,890,920

746,018
469,991,340,000

480,596,230,920
94,803,769,080

21%
459,370

1,728,107
45,937

1,212,737,526
413,433

9,922,397,940
11,135,135,466

767,893
483,772,448,250

494,907,583,716
80,492,416,284

22%
481,245

1,706,232
48,125

1,270,486,932
433,121

10,394,893,080
11,665,380,012

789,768
497,553,556,500

509,218,936,512
66,181,063,488

23%
503,120

1,684,358
50,312

1,328,236,338
452,808

10,867,388,220
12,195,624,558

811,642
511,334,664,750

523,530,289,308
51,869,710,692

24%
524,995

1,662,483
52,499

1,385,985,744
472,495

11,339,883,360
12,725,869,104

833,517
525,115,773,000

537,841,642,104
37,558,357,896

25%
546,869

1,640,608
54,687

1,443,735,150
492,182

11,812,378,500
13,256,113,650

855,392
538,896,881,250

552,152,994,900
23,247,005,100

26%
568,744

1,618,733
56,874

1,501,484,556
511,870

12,284,873,640
13,786,358,196

877,267
552,677,989,500

566,464,347,696
8,935,652,304

27%
590,619

1,596,859
59,062

1,559,233,962
531,557

12,757,368,780
14,316,602,742

899,141
566,459,097,750

580,775,700,492
-5,375,700,492

3ha以
上

面
積

大
規

模
化

補
助

金
④

補
助

金
合

計
⑤

（
③

＋
④

）
実

現
可

能
性

（
財

源
－

⑤
）

土
地

貸
借

補
助

金
（

長
期

契
約

）
①

土
地

貸
借

補
助

金
②

土
地

賃
借

補
助

金
合

計
③

(=①
＋

②
）

貸
出

率
貸

出
面

積
3ha未

満
面

積
貸

出
面

積
の

10%
貸

出
面

積
の

90%


